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1．研究の背景・目的 
人口減少・超高齢化社会が到来し、生産年齢人口の減

少など社会経済情勢の変化に加え、環境・エネルギー問

題の深刻化や低炭素都市、安全・安心都市などの新たな

都市づくりが求められている。人口減少社会に向けた適

応策として「コンパクトシティ」1)が挙げられている。

生活を支える医療・介護、福祉、商業、金融、燃料供給

などのサービスは、一定の利用可能人口を前提として成

り立っているが、人口減少社会においてはこのようなサ

ービスが成り立たなくなるおそれがあり、利便性の確保

が必要である。生活に必要な各種機能を一定の地域にコ

ンパクトに集約化させ、サービスを効率的に提供させる

ことが持続可能な都市を形成すると考えられる。 
  コンパクトシティに関して、市町村マスタープランに

位置づけている都市は増えている。一方で、多くの都市

ではコンパクトシティという目標のみが示されるにとど

まっているのが一般的で、具体的な施策として何をどう

取り組むのかというところまで作成している都市は少な

いのが現状である。具体的な施策を推進するために、平

成 26 年 8 月の都市再生特別措置法の改正により都市計

画の新たな制度として「立地適正化計画」2)が導入され

た。立地適正化計画は、都市全体の観点から居住機能や

医療・福祉・商業などの都市機能を誘導するための施策、

公共交通の充実に関する施策などについて記載する計画

であり、コンパクトシティに向けた取り組みを推進する

ものである。 
 例えば札幌市においても、人口は平成 27 年(2015 年)
をピークに減少することが見込まれている。出生数や合

計特殊出生率は平成 17 年(2005 年)に最低となってから

ほぼ横ばいである。また働く女性の割合やひとり親世帯

の世帯数はともに増加傾向で、子育て家庭の多様化が進

んでいる。高齢化も進み、20 年後の平成 47 年(2037 年)
には市民の 3 人に 1 人が 65 歳以上の高齢者になると推

計されている 3)。札幌市も人口減少・超高齢化対策とし

て立地適正化計画を都市計画マスタープランの一部とみ

なし、誰もが安心して歩いて暮らせる、効率的でコンパ

クトな都市を目指すとしている 4)。 
 立地適正化計画を進める上では、市街地区分のとりま

く状況や課題を把握し、人口密度の適正化や各種都市機

能の配置を図らなければならない。そのためには、その

地域に住んでいる住民の家族構成や年齢などを含む詳細

な世帯データが必要であると考える。国勢調査データか

らは、地域住民の性別年齢階層別人口と人員別世帯数が

公表されている。しかしながら、世帯構成まで明らかに

なっておらず、地域特性を把握するには不十分であると

考える。宮崎ら 5)はこれまでに、札幌市北 24 条駅半径

800ｍ圏内を対象に国勢調査データを用いた特性分析と

既存の世帯マイクロデータ推計手法を用いて詳細な世帯

データの作成及び分析を行い、子育て世帯特性を把握し

て居住環境整備を行うにあたっての枠組みを示した。 
 本研究の目的は、作成した詳細な世帯データの子育て

世帯に着目して、子育て世帯が多く居住する要因を探る

ことである。子育て世帯が多くなる居住地を予測するモ

デルを構築することで、誘導すべき施設の決定や建物更

新、土地利用などといった観点から札幌市が立地適正化

計画の中で定めている「地域交流拠点」を実現するため

の方策のあり方について提案することを狙いとしている。 
 

2. 分析対象について 
2.1 対象地域 
 本研究の対象地域である北 24 条駅半径 800ｍ圏内に

ついて、札幌市のとりまく状況と合わせて述べる。札幌

市立地適正化計画の中では、まちの成り立ちや都心空間

の種別(住宅地、都心、拠点)などに応じて、市街地が分

類されている。その中のひとつに「地域交流拠点」3)と

いうものが設定されている。地域交流拠点とは、交通結

節点である主要な地下鉄・JR 駅周辺で、都市基盤の整

備状況や機能集積の現況・動向などから、地域の生活を

支える拠点としての役割を担う地域のほか、区役所を中

心に生活利便機能が集積するなどして区の拠点としての

役割を担う地域、と定義されている。区役所などの公共

機能や商業・業務・医療などの多様な都市機能の集積を

図るとともに、これらの都市機能を身近に利用すること

ができるように居住機能の集積を促進することを基本方

針としている。札幌市が平成 26 年 9 月に実施した市民

アンケート 3)によると、居住環境として「生活利便性」

を最も重視する傾向があり、多くの人が地域交流拠点に

住みたいと回答している。また北 24 条駅半径 800ｍ圏

内は肥後ら 6）による研究で、都市サービス施設の集積

率が札幌都心である札幌駅・大通駅拠点に次ぐ値である

ことが示されている。一方で、この対象地域内には未利

用地や築 40 年以上の建物もそれなりに存在している。

以上のことから、北 24 条駅半径 800ｍ圏内は地域再編

を検討するに値すると考える。そして、この地域を地域

交流拠点として位置づけていくものとする。対象地域を

図-1 に示す。 
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図-1 対象地域 

 
2.2 子育て世帯 
 本研究で子育て世帯に着目する意義について述べる。

国土交通省は 2010 年、「安心して子育てができる環境

整備のあり方に関する調査研究」を実施し、妊産婦や乳

幼児連れの母親、子育てに関わる施設を対象に調査され

ている 7)。また政府は 2014 年 9 月 3 日、まち・ひと・

しごと創世本部を設置し、人口減少対策に取り組むこと

となった。策定した戦略の中では、「若い世代の結婚・

出産・子育ての希望をかなえる」ことを重要項目のひと

つとしている 8)。このような環境づくりに向けた検討が

順次進められており、これから人口減少社会を迎えるに

あたり子育てのしやすいまちづくりへの関心が高まると

思われる。しかしながらこれまで、高齢化対策について

は多くの提案がなされてきたが、子育て中の親を支援す

る取り組みは乏しい状況であり乳幼児を持つ若い人たち

の世帯に重点をおいた提案は少ない。前節もふまえると、

地域交流拠点を子育てのしやすい環境に整えることは人

口減少下にふさわしいまちづくりであると考え、子育て

世帯が定住するのではなく、流動するようなまちを想定

する。よって乳幼児、保育園・幼稚園通園の子供がいる

世帯に着目し、本研究の「子育て世帯」と定義する。 
 
3. 分析内容 
3.1 世帯マイクロデータの推計 

公表されている国勢調査データから世帯構成を把握す

ることは出来ない。年齢別人口数はわかっているので、

その地域に乳幼児が何人いるかは把握できる。しかしこ

のデータを用いて子育て世帯数として表現するのは不適

切であると考える。よって対象地域の世帯構成を明らか

にするために、既存の世帯マイクロデータ推計手法を用

いて詳細な世帯構成員データを作成する。世帯マイクロ

データの推計に関する既存研究は村中ら 9)10)による研究

がある。この推計手法は、国勢調査で明らかになってい

る人数別世帯数と性別年齢別人口を用いて詳細な世帯デ

ータを推計するものである。宮崎ら 1)は平成 22 年(2010
年)国勢調査小地域集計第 3 表年齢・男女別人口、第 5

表世帯人員世帯数・一般世帯人員 11)、第 4 回道央圏パ

ーソントリップ調査データ 12)を用いて札幌市北 24 条駅

半径 800ｍ圏内に適用し国勢調査小地域ゾーン単位で詳

細な世帯データを作成し、各ゾーン内の子育て世帯数を

把握した。本研究でも引き続きこのデータを使用する。

これに加え本研究では、平成 7 年(1995 年)における同様

の国勢調査データ 13)を用いて世帯マイクロデータの作

成を行う。1995 年と 2010 年の 2 時点の世帯マイクロデ

ータを本研究の分析データとする。世帯マイクロデータ

推計手法の概要を図-2 に示す。前提条件、基本的な考

え方は以下のとおりである。 
 

(1) 前提条件 
・対象エージェントは世帯及びその構成員である。 
・世帯内の各構成員は年齢、性別、世帯主との続柄を属

性として持つ。 
・対象地域において、周辺分布データとして性別 5 歳年

齢階層別の人口データ及び世帯人数別の世帯数が国勢

調査より利用可能である。 
・推計対象となるすべての世帯属性、個人属性を含む限

定的な数の世帯サンプルが入手可能である。 
 
(2) 基本的な考え方 
・世帯人数別の世帯数に対して、世帯サンプルより各構

成員の質的属性である性別、続柄を決定する。 
・十分なサンプルが得られる世帯タイプに対しては、各

構成員の年齢の相関性を考慮して年齢を決定し、出現

頻度の低い世帯タイプについては世帯サンプルと同様

の年齢を与える。 
・性別 5 歳年齢階層別人口に一致するように世帯構成及

び年齢に関して調整を行う。 
・推計、データ生成、調整はすべてモンテカルロ法など

を用いて確率的に行う。 
 

世帯マイクロデータ
推計システム

世帯構成に関する属性推計

→性別・年齢・続柄

※周辺分布を制約とし世帯サ
ンプルの特性を反映した推計

ゾーン別周辺分布データ

人員別世帯数

性別年齢別人口数

世帯マイクロデータ

国勢調査(2010)北24条地区90ゾーン

道央圏パーソントリップ調査
約19000世帯

国勢調査(1995)北24条地区90ゾーン

 
図-2 世帯マイクロデータ推計手法 

 
3.2 子育て世帯の集計 
 1995 年、2010 年の 2 時点において推計された世帯マ

イクロデータから、国勢調査小地域ゾーン単位(90 ゾー

ン)で子育て世帯を集計した。それぞれのゾーンにおけ

る子育て世帯の割合の順位を求め、上位 20 ゾーンをオ

レンジ、21～40 位を緑、41～60 位を青、61～80 位を紫、

81 位以下を白としてゾーンを分けた。2010 年の結果を

図-3、1995 年の結果を図-4 に示す。そしてこの 2 時点
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の結果から子育て世帯が増加したゾーンを求めた。その

結果を図-5 に示す。これらの分析結果から子育て世帯

が増加した要因を探るとする。 
 
3.3 重回帰分析 
 子育て世帯増加の要因を探るために、子育て世帯の増

加数を目的変数として重回帰分析を行う。説明変数とし

ては建物年数、延床面積、用途地域、地価、施設までの

距離を取り上げる。それぞれの説明変数は以下のように

設定する。重回帰分析による結果については、発表時に

報告する予定である。 
・建物年数は対象地域内の建物の年数をひとつひとつ調

べ、１ゾーンごとに集計する。そのゾーンにおける平

均建物年数を算出し、これを扱う。 
・延床面積も１ゾーンごとに集計し、合計延床面積とし

て扱う。 
・用途地域は都市計画基礎調査において分類されている

12 種類を扱う。 
・地価は平成 24 年地価公示要覧を参考に、対象地域に

おける地価式を求める。 
・施設は商業施設、地下鉄駅、学校教育施設、児童福

祉・子育て支援施設、小児科に着目する。それぞれの

ゾーンにおいて一番近くにある施設を選択し、ゾーン

の中心点から施設までの直線距離を扱う。 
 
4. まとめ 
 本研究は、子育て世代に着目して 1995 年と 2010 年の

2 時点における世帯マイクロデータから子育て世帯が増

加したゾーンを求め、子育て世帯が多くなる居住地を予

測するモデルを構築した。建物年数や周辺施設などを説

明変数として重回帰分析を行い、子育て世帯が多くなる

要因を探ることで、地域交流拠点の実現、そして立地適

正化計画進行のきっかけとなる知見を示したと言える。 
 今後の課題としては、以下のことが挙げられる。 
・1995 年と 2010 年の 2 時点における分析を行ったが、

この 2 時点において住民の選好は等しいという仮定を

置いていることに留意する必要がある。 
・駅から半径 800ｍ圏内を対象地域としたが、駅から距

離のある郊外の世帯にも着目し比較・分析を行う必要

がある。 
・共働き世帯などといった就業タイプ別に世帯分布を分

析する。 
・保育園、幼稚園への送迎など、交通行動を考慮する必

要がある。 
・居住地域別に人がよく活動する場所やその場所までの

交通手段をアンケート調査により把握し、拠点づくり

に向けた検討を行う。 
・建物の棟数と延床面積から拠点の形成状況やその他の

地域との比較を行い、地域交流拠点としての位置づけ

を決定する。 
・居住地と勤務先は都市形成において重要な要素である

ことから、商業・工業系などといった用途地域の観点

からも居住や誘導施設を検討する。 

#1-20
#21-40
#41-60
#61-80
#81-90

 
図-3 2010 年子育て世帯分布 
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図-4 1995 年子育て世帯分布 

 

 
図-5 子育て世帯が増加したゾーン 
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